
１．パブリックコメントの実施状況

(１)意見の募集期間

平成２２年４月１５日（木）～平成２２年５月１４日（金）

(２)意見の応募者数及び件数

・応募者数及び件数　　２名、４件

・男女内訳　　男性：２名

・年代内訳　　４０歳代：１名、５０歳代：１名

(３)提出方法の内訳

２．意見の概要と市の考え方

No.

１

下野市庁舎建設基本構想（案）に関するパブリックコメントの結果について
資料　２

1

持　参

1

郵　送 ファクシミリ

駐車場面積の見直し
P5　[庁舎敷地面積]中
　④　来庁者・公用車駐車場
　⑤　職員駐車場
P6　表2中
　用地取得費

　庁舎建設に要する敷地面積中、駐車場が6割強
の約15,300㎡（用地取得費3.7億円）を占め、特
に職員駐車場は、職員326人に対して300台分とし
て全体の36％の約9,000㎡（2.2億円）を占める
が、自治医大駅西側の地理的有利性を踏まえて駐
車場面積の見直しを行い、財政負担の軽減を図る
必要がある。
　次の措置を早急に検討し、駐車場の面積を半分
～2/3程度に圧縮することを提案する。
　①JR駅の近くに住んでいる職員のマイカー通勤
を認めない。
　②現国分寺庁舎の敷地を第二職員駐車場として
活用し、市庁舎との間で連絡バスを朝夕運行する
パーク・アンド・ライド方式を採用する。
　③公用車駐車場（車庫の40台とは別に60台分を
想定）について、②の第二職員駐車場に第二車庫
を併設し、使用頻度が平均週3日未満の公用車は
同車庫に置く。

　駐車場の規模縮小については、ご意見のとおり
財政負担を軽減する重要な要素と考えられること
から、基本計画以降の作業にて精査し、効率的・
効果的なコスト縮減に努めます。
　いただいたご意見は今後の参考とさせていただ
きます。
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建築工事費単価の見直し
P6　表2中
　庁舎建築工事費の単価設定
P9
　合併特例債の対象外事業費

　40万円/㎡（132万円/坪）という庁舎建築工事
費の単価は、同程度の規模の他市庁舎や民間オ
フィスビルと比べて、3割～6割程度高いのではな
いか。単価どおりに設計すると過大な財政支出と
なるばかりではなく、折角の新庁舎が「税金の無
駄遣いの象徴」として市民やマスコミの非難・嘲
笑を浴びることになる恐れがある。
　早急に同規模の他市庁舎・民間オフィスビルの
建築単価の実態について再調査し、それを踏まえ
た合理的な単価を再設定し、基本計画に明記する
ことを提案する。

　基本構想（案）では、経済性・機能性に配慮し
た新庁舎を建設することとしており、新庁舎は贅
沢・華美なものとせず必要な機能と規模を確保
し、維持管理経費を抑制できる設備の設置などを
考えております。
　基本構想（案）の建築工事費単価については、
他事例を基にした概算であるため、基本計画以降
の作業にて精査いたします。
　いただいたご意見は今後の参考とさせていただ
きます。

床面積9,000㎡の有効活用
P4
　[庁舎床面積]
P6　表2中
　庁舎建築工事費・規模

　新庁舎本棟の床面積は9,000㎡と想定されてい
るが、その数値は抑え気味の設定であるため、
デッドスペースを最小化する庁舎設計及びレイア
ウトを採用し、9,000㎡という資源を最大限有効
に活用する必要がある。
　市庁舎に設けられる議場・会議室等の会議ス
ペースの有効活用方策として、大ホールを確保す
るため、次のような考え方を基本計画に盛り込む
ことを提案する。
　①市庁舎の形は、経済性・機能性を最重視し、
3,000㎡/階×3階の長方体とする。
　②市議会の議場・委員会室・議員室、市長部
局・教育委員会の会議室等、すべての会議スペー
スを最上階に集約する。合計1,500～2,000㎡程度
の確保を目指す。
　③市議会の協力を得て、全ての会議スペース間
の仕切り壁及びその中の会議卓・座席等を可動式
とし、最大で全スペースを１フロアとして利用で
きるようにする。

　限られたスペースを有効活用することを基本
に、様々な市民ニーズに応えていくために必要な
空間・環境・機能を備えた新庁舎とするため、レ
イアウト等については基本計画以降の作業で検討
してまいります。
　いただいたご意見は今後の参考とさせていただ
きます。
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全般 　建設位置、建設時期については異論は無い。

　庁舎の規模が問題と考える。職員300人規模の
庁舎を考えているようだが、市がこれまでに行っ
た光ファイバー敷設事業により、市内全域のIT基
盤が整っている訳であるから、IT技術を駆使し市
職員の「在宅勤務」を前提とした庁舎設計が可能
である。
　具体的には、①窓口業務、②課長職以上の決裁
管理者の席、③グループ作業用スペースを主とす
る設計を行い、課長職未満の市職員の個人スペー
スを廃し、①・②以外の職員は基本的に在宅勤務
とし、各職員間の連絡・連携はテレビ会議等のIT
技術で補い、特に直接面談での業務が必要な場合
のみ③を用いて遂行する。
　業務遂行上、多くの課題があると思うが、その
殆どが現在のIT技術を駆使すればクリアできる事
柄であり、費用的にも十分実現可能である。
　市職員の在宅勤務の実現により、庁舎の規模を
原案より小さく抑え、建設コストの抑制が可能で
あると提言する。

　効率的・効果的なコストの縮減と財政負担の軽
減に努め、新庁舎整備の規模については基本計画
以降の作業にて精査いたします。
　在宅勤務などの新たなシステムについては、今
後の参考とさせていただきます。
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